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１．東京外かく環状道路の概要
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IC名、JCT名は仮称（開通区間は除く）
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注）IC・JCT名は仮称（開通区間は除く）

狛江市 調布市

三 鷹 市

世田谷区

武蔵野市

杉 並 区

練 馬 区

●平面図

●縦断面図

延長 約16km

神奈川県
埼玉県

東京都

中央JCT東名JCT 大泉JCT

凡 例

計画路線

東八道路IC 青梅街道IC 目白通りIC

大泉JCT

目白通りIC

青梅街道IC

東八道路IC

中央JCT

東名JCT
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通過交通の
都心部への
流入を抑制

郊外から
都心部へ
の交通を
分散導入

災害や事故
等による一
部区間の不
通の際も速
やかに移動
が可能

周辺地域間
での直接移
動が可能

①通過交通の抑制 ②分散導入効果

③非常時の迂回機能 ④地域間移動

6



●所要時間の短縮

至 練馬

至 蒲田

至 蒲田

至 練馬

（世田谷区環八東名
入口交差点付近）
平成２６年７月９日
撮影

（杉並区高井戸
東３丁目付近）
平成２６年７月８日
撮影

環状八号線

約６０分

外環

約１２分

●環状八号線の状況
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都市計画決定（高架方式）

都市計画変更決定（地下方式）

事業化

年 月 内 容

昭和 ４１年 ７ 月

平成 １９年 ４ 月

平成 ２１年 ５ 月

平成 ２４年 ４ 月 東日本高速道路(株)、

中日本高速道路(株)

に対する有料道路事業許可

大深度地下使用の認可

都市計画事業承認及び認可

平成 ２６年 ３ 月
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２．地中拡幅部の変更計画のあらまし
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「この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の5万分1地形図を複製したものである。（承認番号 平26関複、 第35号）」

注）IC・JCT名は仮称（開通区間は除く）

狛江市
調布市 三 鷹 市

世田谷区

武蔵野市

杉 並 区

練 馬 区
神奈川県

埼玉県

東京都

凡 例
地中拡幅部

都市計画変更箇所

東名JCT部
南行き

中央JCT(南)部
南行き

中央JCT(北)部
南行き

青梅街道IC部
南行き

東名JCT部
北行き

中央JCT(南)部
北行き

中央JCT(北)部
北行き

青梅街道IC部
北行き

東名高速道路 中央自動車道 関越自動車道

延長約１６ｋｍ ６車線 地下式

中央JCT東名JCT 大泉JCT東八道路IC 青梅街道IC 目白通りIC

大泉JCT

目白通りIC
青梅街道IC

東八道路IC

中央JCT

東名JCT

●位置図

●縦断面図
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●地中拡幅部とは

外環(関越～東名)のジャンクション・インターチェンジ部は、地中
で分岐・合流を行う計画となっています。

地中拡幅部とは、本線シールドトンネルと連結路（ランプ）シール
ドトンネルをつなぐ部分です。
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平成１７年

平成１８年

平成１９年

「大深度トンネル技術検討委員会」
（Ｈ１７.１１設置 全６回開催［Ｈ１７.１１～Ｈ１９.１０］）

当時の技術※にて施工可能であり、
地上に問題となる影響がないことを確認。
（※パイプルーフ併用NATM）

安全かつ工期短縮、コスト縮減を考慮した
新工法の技術開発が望まれる。

工期短縮、コスト縮減等合理性向上のために
はさらなる検討が必要。

Ｈ１９.４都市計画変更決定 （地下方式）

Ｈ１７.１２
（第２回）

Ｈ１８.３
（第３回）

年 度 検討内容

検討
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●技術的検討の経緯



「東京外環トンネル施工等検討委員会」
（Ｈ２４.７設置 ８回開催［Ｈ２４.７～］）

本線シールドドンネルの施工技術及び
地中拡幅部の構造、施工技術等について
検討することを目的に設立。

Ｈ２６.６ 「とりまとめ」公表平成２６年

検討

平成２４年

年 度 検討内容
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●技術的検討の経緯

外環の地質・地下水、市街化された地域の地下部での施工、
大断面などの条件を勘案すると、

高いレベルの施工時の安全性や、
長期的な構造物の健全性

が求められる。

① 断面が大きく、地下深い地中拡幅部の施工においては、施工時の安全
性を高めるため、近年のシールドトンネル切り拡げ工事の事例を踏ま
えると、施工中の漏水を抑制するための高い止水性能の確保が必要で
あり、また、工事中の各段階において荷重に対して十分な耐力を確保
する必要がある。

② 完成時の長期的な構造物の健全性を確保するために、コンクリート構
造におけるひび割れの発生の抑制、損傷の原因となる局所的な応力の
集中の回避、漏水を防ぐ止水性能の確保等の配慮が必要である。
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「とりまとめ」の提言

「とりまとめ」東京外環トンネル施工等検討委員会（平成２６年６月）抜粋



※荷重の伝わり方（イメージ）

 工事中の各段階において荷重に
対して十分な耐力を確保

 コンクリート構造におけるひび
割れの発生を抑制

 損傷の原因となる局所的な応力
の集中を回避

地中拡幅部は円形形状を
基本とします。

 施工中及び完成後の漏水を抑制する
ために高い止水性能を確保

 特に地中拡幅両端のシールドトンネ
ルとの接続となる箇所については、
より確実に漏水を抑制

地中拡幅部は十分な止水領域
を確保します。

●形状 ●止水領域

黄色範囲は止水領域

連結路

本線

荷重の伝わり方(イメージ)

15

●今回の断面イメージ●現在の断面イメージ

より確実な安全性や健全性の確保が可能な構造として、
円形形状を基本とし、十分な止水領域を確保。

連結路 本線 連結路 本線

黄色範囲は止水領域都市計画の範囲
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３．都市計画変更素案の概要
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凡 例

シールド ト ンネル部
（ 全ての構造が41m 以深になる箇所）

現在の都市計画
シールド ト ンネル部
（ 一部若し く は全ての構造が41m より 浅い箇所）

地中拡幅部変更後
（ 構造の一部が41ｍより 浅い箇所）

地中拡幅部変更前
（ 構造の一部が41m より 浅い箇所）

「この地図は、国土地理院長の承認（平19国地関公第377号）を得て作成した東京都地形図（S=1：2,500）を複 製（26都市基交第139号）して作成したものである。無断複製を禁ずる。」
※この図面は、平成20年に実施した航空測量をもとに作成しているため、現在の土地利用が反映されていない部分があります。

南行き

北行き

野川

世
田
谷
通
り

世田谷区

  ①東名JCT部

東

名

高

速 中

央

道

関

越

道
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●平面図

●縦断面図

●横断面図

計画変更新線

立体的な範囲

計画変更廃止線

既定計画線（ 外環）

既定計画線（ 外環以外）

凡例
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  ②中央JCT（ 南） 部

東

名

高

速 中

央

道

関

越

道

調布市

三鷹市

調布市

凡 例

シールド ト ンネル部
（ 全ての構造が41m 以深になる箇所）

現在の都市計画
シールド ト ンネル部
（ 一部若し く は全ての構造が41m より 浅い箇所）

地中拡幅部変更後
（ 構造の一部が41ｍより 浅い箇所）

地中拡幅部変更前
（ 構造の一部が41m より 浅い箇所）

「この地図は、国土地理院長の承認（平19国地関公第377号）を得て作成した東京都地形図（S=1：2,500）を複 製（26都市基交第139号）して作成したものである。無断複製を禁ずる。」
※この図面は、平成20年に実施した航空測量をもとに作成しているため、現在の土地利用が反映されていない部分があります。
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●平面図

●縦断面図

●横断面図

計画変更新線

立体的な範囲

計画変更廃止線

既定計画線（ 外環）

既定計画線（ 外環以外）

凡例
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  ③中央JCT（ 北） 部
東

名

高

速 中

央

道

関

越

道

凡 例

シールド ト ンネル部
（ 全ての構造が41m 以深になる箇所）

地中拡幅部変更前
（ 構造の一部が41m より 浅い箇所）

現在の都市計画

シールド ト ンネル部
（ 一部若し く は全ての構造が41m より 浅い箇所）

地中拡幅部変更後
（ 構造の一部が41ｍより 浅い箇所）

地表部のその他の施設地表部の路面（ 連結路）

三鷹市

東八道路
インターチェンジ
（仮称）

世
田
谷
区

三
鷹
市

世
田
谷
区

「この地図は、国土地理院長の承認（平19国地関公第377号）を得て作成した東京都地形図（S=1：2,500）を複 製（26都市基交第139号）して作成したものである。無断複製を禁ずる。」
※この図面は、平成20年に実施した航空測量をもとに作成しているため、現在の土地利用が反映されていない部分があります。
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●平面図

●縦断面図

●横断面図

計画変更新線

立体的な範囲

計画変更廃止線

既定計画線（ 外環）

既定計画線（ 外環以外）

凡例
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  ④青梅街道IC部

東

名

高

速 中

央

道

関

越

道

凡 例

シールド ト ンネル部
（ 全ての構造が41m 以深になる箇所）

現在の都市計画
シールド ト ンネル部
（ 一部若し く は全ての構造が41m より 浅い箇所）

地中拡幅部変更後
（ 構造の一部が41ｍより 浅い箇所）

地中拡幅部変更前
（ 構造の一部が41m より 浅い箇所）

※東京都は平成26年6月、外環の地上部街路（外環の2）の都市計画変更素案を公表しています。

至 関越道

南行き

上
石
神
井
駅

西
武
新
宿
線

新
青
梅
街
道

練馬区

「この地図は、国土地理院長の承認（平19国地関公第377号）を得て作成した東京都地形図（S=1：2,500）を複 製（26都市基交第139号）して作成したものである。無断複製を禁ずる。」
※この図面は、平成20年に実施した航空測量をもとに作成しているため、現在の土地利用が反映されていない部分があります。
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●平面図

●縦断面図

●横断面図

計画変更新線

立体的な範囲

計画変更廃止線

既定計画線（ 外環）

既定計画線（ 外環以外）

凡例
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都市計画変更素案の説明会
（平成２６年７月）

都市計画変更案の作成

都市計画変更案の公告・縦覧

都市計画審議会

国土交通大臣の同意

都市計画決定の告示

住民等の意見

区・市の意見
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４．環境影響の予測・評価結果
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地中拡幅部の変更に伴い、環境影響評価項目のうち、予測・評価の見直しを
行った項目は、水循環と廃棄物等です。

環境影響評価の項目 見直しの要否

大気質 ×

騒音 ×

振動 ×

低周波音 ×

水循環 ○

地形及び地質 ×

地盤沈下 ×

日照阻害 ×

電波障害 ×

動物 ×

植物（重要な種及び群落） ×

植物（緑の量） ×

生態系 ×

景観（主要な眺望景観） ×

景観（市街地の地域景観） ×

史跡・文化財 ×

人と自然との触れ合いの活動の場 ×

廃棄物等 ○

凡 例

地中拡幅部の変更に伴い、三次元浸透流解析による、予測・評価を行っ
た結果、深層地下水の水圧の低下量は約１ｋＰa～１５ｋＰaとわずかで、
水圧低下の影響の範囲内に深層地下水を利用している井戸が存在しないこ
とから、深層地下水は保全されると予測されます。

なお、深層地下水の存在する上総層群中の粘性土は、固結～半固結状の
非常に硬いシルト層（軟岩）であり、深層地下水の水圧低下量は小さいた
め、地盤沈下はほとんど生じないと考えられます。

水圧低下量：最大で約1～15kPa

単位：ｋＰａ予測結果

最大上昇量

東名JCT周辺

予測地域

中央JCT・東八道路IC周辺

青梅街道IC周辺

大泉JCT・目白通りIC周辺 約2

最大低下量

約3

約15 約4

約13 約15

約8 約1

深層地下水への影響

地中拡幅部 都市計画変更箇所

計画路線

水圧変化量（ ｋ Pa)

-15～-10

-10～-5　 　 　 　 　 　 5～10

  -5～5　     　 　 　 　 10～15 29



 計画路線周辺の上総層群中の地層の一部では、長期に渡って
空気に触れた場合に酸性化するおそれのある地盤が存在しま
すが、硫化物の含有量が少ないことから急激に酸性化したり、
ガスが発生する地盤はありませんでした。

 地中拡幅部の施工により掘削した地盤面は、掘削した直後に
コンクリート吹付け等を行うため、地盤及び地下水が長期に
渡り空気に触れることはなく、酸性化しないことから、地下
水の水質は保全されると予測されます。

30

 地中拡幅部の変更に伴い、建設副産物のうち建設発生土が
約５万ｍ3増加すると予測されます。
このため、本事業の実施により建設発生土は約９７９万ｍ3発
生すると予測されます。

 発生する建設発生土については、関係法令等に基づき、埋立
用の材料及び他事業の盛土材として、できる限り再利用に努
めることとします。
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５．その他
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連結路
シールドトンネル

地上部
開削ボックス

インターチェンジ・
ジャンクション部

大深度地下部

大深度地下
以浅部

地上部

地中拡幅部
本線シールドトンネル

大深度地下

（イメージ）
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地表

地表

地表

※これらの制限は特約事項として登記されます。

①地下利用（掘削・進入等）の制限

建物基礎杭
掘削孔

区分地上権設定範囲

トンネル

建物基礎杭

区分地上権設定範囲

トンネル

区分地上権設定範囲

区分地上権設定範囲

地表

荷重
制限 一定以上の荷重

が常に必要

・区分地上権が設定されている
範囲内への基礎杭や井戸等の
侵入が制限されます。

・区分地上権が設定されている
範囲の上部の一定範囲に基礎
杭等を設置する場合、道路管
理者に届出が必要となります。

・トンネルを保護するために、
建物の建築が一定の階数
までに制限されます。

・区分地上権が設定されている
土地に掘削などを行う場合、一
定以上の荷重となるように制限
されます。

建築が制限
される階

届出範囲

トンネル

トンネル

井戸

マンション等
マンション等

②地下利用の届出

③荷重の制限 ④掘削等による荷重の制限

34

地上

地上部

上下無限に及ぶ

地下部

立体的な範囲に限定

地下

35



中中日本高速道路（株） 東京支社 東京工事事務所

所 在 地： 〒１５３－００４４ 目黒区大橋１－５－１ クロスエアタワー7Ｆ
Ｔ Ｅ Ｌ： ０１２０－０１６－２８５（フリーダイヤル）
受付時間： 月～金 ９：００～１７：２５

国土交通省 関東地方整備局 東京外かく環状国道事務所

所 在 地： 〒１５８－８５８０ 世田谷区用賀４－５－１６ ＴＥビル７Ｆ
Ｔ Ｅ Ｌ： ０１２０－３４－１４９１（フリーダイヤル）
受付時間： 月～金 ９：１５～１８：００

●本日の説明の内容に関する疑問やご相談等の窓口は、

下記のとおりです。

東日本高速道路（株） 関東支社 東京外環工事事務所

所 在 地： 〒１８０－０００４ 武蔵野市吉祥寺本町１－１４－５ 吉祥寺本町ビル
Ｔ Ｅ Ｌ： ０１２０－８６１－３０５（フリーダイヤル）
受付時間： 月～金 ９：００～１７：２５

東京都 都市整備局 都市基盤部 外かく環状道路担当
所 在 地： 〒１６３－８００１東京都新宿区西新宿２-８-１第二本庁舎２２階南側
Ｔ Ｅ Ｌ： ０３－５３８８－３２７９（直通）
受付時間： 月～金 ９：００～１７：１５

（都市計画手続きについて）

（事業について）
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～日時・開催場所～

時間はいずれも16:00～20:00

• 7月28日（月） 【三鷹市】 北野３丁目常設会場

• 7月29日（火） 【杉並区】 西荻地区区民センター

• 7月30日（水） 【世田谷区】喜多見７丁目常設会場

• 7月31日（木） 【練馬区】 上石神井地域集会所

• 8月 1日（金） 【調布市】 滝坂小学校

• 8月 4日（月） 【練馬区】 東大泉２丁目常設会場

• 8月 5日（火） 【武蔵野市】本宿小学校

• 8月 6日（水） 【狛江市】 狛江第五小学校

オープンハウスを開催します
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